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要 旨

1.本研究の背景

2008 年韓国と日本は、経済的な相互交流をより活性化するため、「部品、素材開発に関する積

極的な相互投資と人材開発の拡大」に加え、「両国間のワーキングビザの拡大」（日本経済新聞

2008.4.21.）という協力関係を結んだ。これに伴い、多くの韓国人ビジネス関係者（以下、KB）が日

本へ移動し実際のビジネス場面で日本人ビジネス関係者（以下、JB）とともに、「実質行動」（ネウス

トプニー 2002）としての様々な仕事を日本語で遂行している（任 2009 ； 鄭 2008a 等）。この遂

行過程において、KB が直面している問題は、センテンス（文章）や発音などを正しく産出するため

の「文法能力」（ネウストプニー 2002）に関わるもののみに限らない。実質行動が行われている場

所、参加者、ビジネス上の役割（社員、課長、買い手、売り手等）と彼らが担っている力（power）、

話し合う内容などおびただしい数の文脈を迅速かつ適切に操作・運用する必要がある。同時に、

適切な言語化のためには、「文法外コミュニケーション能力」（前掲書）も密接に関わっており、これ

を用い、ことばの明示的な意味に加え、文脈上の意味を伝え合うことや、実質行動を遂行するため

のストラテジーの工夫及び使用（ザトラウスキー 1994 ； 鄭 2010a）も行わなければならない。さら

に、実質行動に関する知識や情報、経験などを活用するための「社会文化能力」（ネウストプニー

2002 ； 鄭 2012）も個人により多岐にわたっている。このように、3 つのインターアクション能力の

多様性により、KB が JB とともに実質行動を円滑に遂行できない場合も発生しうる。そこで、多様性

に関する共有化を図るための「会話上の交渉（conversational negotiation）」（Gumperz

1982 ； 宮副ウォン 2003）が重要な役割を果たすと考えられる。その際、両者は自社利益と取引

関係の維持などを考慮し行動すると考えられる。このため、ビジネス上の役割が担っている力

（power）関係が不均衡に変容する可能性があり、その時、固定的なビジネス上の役割から暫定的

な「会話上の役割交渉」（宮副ウォン 2005 ； 鄭 2008b）が表れ、これが実質行動の遂行に正の

影響を与えていると考えられる。

2.本研究の課題

上述の背景により、本研究は日本で会社に勤務しているKBが、JB とともに日本語で行う実質行

動の遂行過程を分析考察の対象とする。その過程において、KB が多様なインターアクション能力

をどのように使用しつつ JB と会話上の交渉を行っており、その際、どのような会話上の役割を担う

のかを解明することを目的とする。その解明のために、次の 2 点の研究課題を設定した。

研究課題(1) 韓日ビジネス場面において、韓国人ビジネス関係者は日本人ビジネス関係者とと

もに、どのような日本語のインターアクション行動をするのか。

研究課題(2) 韓国人ビジネス関係者は韓日商談場面のなかで、取引先の日本人ビジネス関係

者と日本語で会話上の交渉を行う際、どのような会話上の役割を担うのか。

3.用語の定義

上述の研究課題の解明にかかわる重要な用語の定義を簡潔に[表 1]に示す。

[表 1]用語の定義
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用語 定義

「実質行動」（ネウストプニー 1995a） ビジネスを行うための「実質的な意味を持っている行動」。

韓日ビジネス場面 ある会社に属している韓国人が同じ会社、あるいは、他の会社に属している日

本人とともに実質行動を行っている状況。

韓国人ビジネス関係者（KB）、

日本人ビジネス関係者（JB）

KB：日本にある会社に勤務し日本人とともに実質行動を遂行している韓国人。

JB：KB とともに実質行動を遂行している日本人。

「インターアクション能力」（ネウストプ

ニー 2002）

「文法能力」や「文法外コミュニケーション能力」と「社会文化能力」を使用し、

実質行動を行うための手段。

「会話上の交渉」及び「会話上の役割

交渉」（宮副ウォン 2003、2005 ； 鄭

2008b）

会話上の交渉：「二人以上の会話参加者が協働で、ある実質行動を円滑に遂

行するために用いる会話における調整」。

会話上の役割交渉：会話上の交渉の際、インターアクション能力にかかわる知

識や経験などの多様性によって、ビジネス上の固定的な役割から会話上の暫

定的な役割が構築される過程。

4.ビジネスインターアクションの先行研究

本研究課題の解明にあたって、ビジネス場面における日本語の使用に関する先行研究を「ビジ

ネス活動研究」と「ビジネス談話研究」に分類し、それぞれの目的、調査概要、分析結果について

調査し考察を行った。その結果、データ収集方法と協力者の観点から、次の5点が明らかになった。

第 1に、アンケート方法（島田・澁川 1998、2000 ； 大崎 2006等）が最も多く、「あなたなら、この

場合どうするか」という仮定的な質問を発し、その回答をデータとして使用している。第2に、様々な

国や地域からの協力者を外国人ビジネス関係者、あるいは、アジア圏などにひと括りにしたデータ

を分析考察している研究が多数を占めている（清 1997 ； 島田・澁川 1998 ； 近藤 2007 等）。

第 3 に、自然談話をデータとして用い、KB のインターアクション能力の動的なプロセスに関して分

析した研究は、1 件（鄭 2008b）のみである。第 4 に、先行研究における協力者の日本語母語話

者と日本語非母語話者のビジネス上の役割を概観すると、上・下（上司・部下）か同僚同士による

同一社内におけるインターアクションが圧倒的であり、上司としての外国人ビジネス関係者の表現

や行動を分析考察した結果の蓄積は非常に乏しい。第 5 に、「会話上の交渉」及び「会話上の役

割交渉」の実証的研究（宮副ウォン 2003、2005）は、中日ビジネス場面における同一社内の同僚

同士の日本語談話を分析考察しており、韓日ビジネス場面における研究は現在のところ、鄭

（2008b）のみである。

5.本研究の調査概要

5.1 2 種類の実証的データ

上述の先行研究の考察結果から、本研究で緊急課題として取り上げるべき 3 点が指摘できる。

①実際のビジネス場面のなかでKBが用いるインターアクション能力の個別性や多様性が観察でき

るデータを収集し分析考察すべきである。さらに、②そのインターアクション能力が JB との話し合い

のなかで、実際にどのように用いられているのかが観察できるデータも収集し、その過程を分析考

察すべきである。③①と②に関わる協力者（KB）は、部下や同僚としての役割のみならず、上司とし

ての役割も担い、かつ、同一社内と他社に勤務している JB とのインターアクション行動も包含しな

ければならない。上述の 3 点により、研究課題(1)を解明するために、「インターアクション・インタ

ビュー」（ネウストプニー 1994）を使用し、研究課題(2)の解明には、韓日商談場面における自然
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談話データを使用する。社内・外での韓日ビジネス場面の中で、KB が用いるインターアクション能

力の個別性や多様性に関する実証的データはインターアクション・インタビューによってのみ収集

可能であり（前掲書）、このデータから会話上の交渉及び会話上の役割交渉についても考察を行う。

研究課題(2)における会話上の交渉には、プロソディックな韻律的及び非言語的な要素の一つひ

とつが動的に絡み合っており、これらの微視的要素がインターアクション能力の工夫や使用に影響

を与えると考えられる。微視的要素の動きによる会話上の交渉や役割交渉は自然談話データに

よってのみ観察が可能である。本研究では、上述の 2種類のデータを使い、研究課題(1)と(2)の解

明に取り組む。

5.2 調査協力者

インターアクション・インタビューの協力者は、ホン（2005）と稿者のネットワークにより選出して交

渉した結果、合計 15 社の 15 名から許諾が得られた。15 名に a.属性、b.学習歴、c.職場環境、d.

ビジネスインターアクションの 4 点に関するインターアクション・インタビューを行った。次に、自然談

話の協力会社及び参加者は、上述の 15 名のうち、1 名の協力（紹介）によって得られた「サンミ社」

と、稿者のネットワークによって得られた「デソン社」という 2 社から収集することができた。さらに、

「デソン社」の協力によって、「デソン社」が取引している「ジュモナ社」との商談場面における自然

談話も収集することができた1。なお、すべてのデータは、IC レコーダによって録音収集し文字化し

た。

5.3 分析方法及び理論的枠組み

研究課題（1）と（2）の解明には、2 種類の実証的データの中から、実質行動を分類する。そのた

めエスノグラフィーの手法における「繰り返し出現する事象」（箕浦 1999 ； 鄭 2010a、2012）を見

出すという方法を用いた。具体的には、鄭（2012：157）の「実質行動の 4 段階の分類手順」によっ

て行われ、これには分類の妥当性や信頼性を高めるための、次の調査が含まれている。インター

アクション・インタビューデータに対しては、分類後のデータを音声データとともに協力者に直接再

確認してもらった。自然談話データに対しては、フォローアップ・インタビュー（Follow-up

Interview）と、パネル評定者（韓国語母語話者と日本語母語話者の 5 名ずつ）による評価の機会

を設け、談話参加者の意図や解釈等に関する調査を行った。これらの調査結果を分析や考察に

付け加える。上述の手順による実質行動は、「解釈的アプローチ」（箕浦 1999 ； 鄭 2010a、

2012）の手法により分析を行った。さらに、「インターアクションの社会言語学」（Gumperz 1982 ；

Tannen 1992 ； ザトラウスキー 1994）における 4 つの概念―「メタメッセージ」「場面の手がかり」

「フレーム」「ストラテジー」―と、「3 タイプの会話上の交渉」―「言語上の意味にかかわる会話上の

交渉（CN-PM）」「専門的知識にかかわる会話上の交渉（CN-EX）」「インターアクションの意味に

かかわる会話上の交渉（CN-IM）」―及び「会話上の役割交渉」（宮副ウォン 2003、2005 ； 鄭

2008b）を枠組みにし、データ分析の考察を行った。

6.調査結果

2 種類の実証的データに対し、「実質行動の 4 段階の分類手順」を行いつつ、本研究における

1 各社名は仮名である。
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KB の定義と先行研究の考察結果による発展すべき 3 点を考慮する必要があった。その結果、15

名のインターアクション・インタビューデータのうち、4 名からのデータを分析考察の対象とした。自

然談話は、取引関係にある「デソン社」と「ジュモナ社」の協力によって収集したデータを分析考察

の対象とした。[表 2]に、本研究で対象とする実質行動を簡潔に示す。

[表 2]本研究における実質行動

インターアクション・

インタビュー

協力者 KB1（社員） KB2（係長） KB3（課長） KB4（社員）

実質行動
会議／文書作成

／食事勧誘

クレーム処理／

会議／同僚との

関係改善

営業活動／企画

会議／ベース

アップ要求

物件ファイルの

修正及び伝達／

会議／食事勧誘

自然談話
参加者 「KB5（デソン社の社長・売り手）」と「JB１（ジュモナ社の社員・買い手）」

実質行動 依頼／洋服の発注確認

7.研究課題の解明結果

7.1 研究課題(1)の解明結果

KB1 のデータから、「会議」「文書作成」「食事勧誘」という実質行動を行う際、情報要求と確認要

求に関わるストラテジーおよび勧誘に関わる調整行動（ファン 2006）を行っていることが明らかに

なった。特に、「会議」で上司による案件説明の理解をめぐって、KB1 は自分のインターアクション

能力に対する上司からの「マイナス評価の未然防止」（鄭 2010a：122）を意識していた。これにより、

その説明のうち、自身の担当職務に最も関係の深い一部を優先的に選択し、そこから上司とのやり

とりをさらに進めるという確認方略を実行していることが観察された。実行の際、KB1は、「3タイプの

会話上の交渉」を通して、ことばの字義通りの意味に加え、語用上や文脈上の意味も伝え合いつ

つ、上司の説明と自分の担当業務の関係を理解していることが示唆された。さらに、KB1 にとって

「文書作成」の業務量が過重であったことから、この分担をめぐって、上司とのやりとりや行動遂行

の困難さから引き起こされた「ストレス」（鄭 2010a：121）も浮き彫りになった。このストレスの軽減方

法として、自身が持っている高いパソコン操作能力による「CN-EX」を行い、新たな「会話上の役

割」が構築できれば、「文書作成」に関わる業務分担ができると同時に、ストレスが軽減するという可

能性が示唆された。

KB2 のデータから、「クレーム処理」「会議」「同僚との関係改善」を行う際、指示と提案、確認要求

に加え、部下の多量な業務に対する配慮要求、上司の独断的な指示行動に対する禁止、謝罪に

関わる表現や行動の実行が明らかになった。特に、「同僚との関係改善」時に上司との摩擦が生じ、

「日常的な上下関係のフレーム」から「対立に基づく上下関係のフレーム」への移行が観察された。

その際、KB2からの「CN-IM」により「警告」というメタメッセージを伝え合った可能性があり、同時に、

部下に対する「代弁者（KB2）」と「酷使者（上司）」という「会話上の役割」が交渉・構築されたことが

示唆された。その後、KB2 の謝罪に関わる「CN-PM」により、上司や同僚との関係改善に至った。

さらに、「クレーム処理」をめぐって、KB2 にとって上司の指示時のことば遣いが不明な際、処理内

容が適切に理解できないという問題を抱えていた。これを自律的に解決するために、自身が部下

に実行している直接的な指示行動を上司が受用するように働きかけるための提案ストラテジーを工

夫し使用していることが明らかになった。使用の際、上司との力（power）関係などを考慮しつつ、こ

とばの指示的意味に加え、相互作用上の意味も伝え合うための会話上の交渉（CN-PM、

CN-IM）を行っていることが示唆された。その結果、上司の指示の出し方が KB2 にとって理解可
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能なものへと変化した。この変化から、会話上の交渉の際、KB2 による受容の意図をめぐって、上

司との間に「同意のフレーム」の形成が示された。

KB3 のデータから、「営業活動」「企画会議」「ベースアップ要求」を行うために、メディアをリソース

として使い、自律的に自分自身のインターアクション能力を高めていることが明らかになった。特に、

「営業活動」時に、この能力を使い、話題展開に関わるストラテジーを言語化し、ダイナミックに変化

するインターアクション上の多様な話題の意味を読み取りつつ、「3 タイプの会話上の交渉」を行っ

ていることが浮き彫りになった。その際、先方と韻律的及び非言語的な要素を場面の手かがりにし、

ことばの語用上や文脈上の意味を理解しつつ、相互の利益になる「新しい取引関係のフレーム」の

形成過程が解明された。さらに、「ベースアップ要求」を叶えるために、KB3 は社長に、自分の韓国

人部下による同様の経験とメディア（ドラマ）をリソースとしたインターアクション能力を用いているこ

とが観察された。この能力を使い、個人事情や職務上の責任感をアピールしつつ間接要求ストラ

テジーを言語化し、「言語上の意味」や「インターアクションの意味」にかかわる会話上の交渉

（CN-PM、CN-IM）を行っており、その際、「懇願」のメタメッセージを伝え合っていることが示唆さ

れた。同時に、「許諾のフレーム」が形成され、「懇願者（KB3）」と「許諾者（社長）」という新たな「会

話上の役割交渉」が示された。この過程のなかで、KB3 は社長からベースアップを示す言葉を引き

出すことで、この要求を勝ち取っていることが明らかになった。KB3 は、メディア・リテラシーを身に

つけたことで、上述のストラテジーの質と量を高めており、これが自身のインターアクション行動から

表れる「外来性」（ネウストプニー 1982：15）の軽減と、実質行動の円滑な遂行に密接に関わって

いることが浮き彫りになった。

KB4 のデータから、「物件ファイルの修正及び伝達」「会議」「食事勧誘」を行う過程の中で、イン

ターアクション能力の適切な使用の困難が観察された。これにより、その過程に必要な意思表明と

確認要求、勧誘にかかわる表現や行動の実行が困難であることが明らかになった。その結果、自

分自身と同僚に対する反省と申し訳なさに加え、「ストレス」（鄭 2010a：121）も溜まっており、これ

らが実質行動の適切な遂行を妨げる要因として作用していることが浮き彫りになった。この要因の

軽減方法として、KB4にとって、インターアクション能力の体系的な向上を図りつつ、自分自身が置

かれているビジネス上の文脈を操作・運用し言語化する必要性が見出された。さらに、言語化の際、

「3 タイプの会話上の交渉」に進み、意思表明や確認要求などを適切に行えば、上述の問題が低

減されると同時に、自信を持って実質行動が遂行できる可能性が示唆された。

7.2 研究課題(2)の解明結果

KB5 は JB1 と商談場面のなかで、「依頼」と「洋服の発注確認」という目的が異なる 2 つの実

質行動を行っていることが観察された。「依頼」において、JB1 の笑いが依頼の進み具合を理解す

るのに重要な場面の手がかりとなり、KB5はこの笑いに対する「CN-IM」を行い、「依頼成功」という

メタメッセージを読み取っていることが浮き彫りになった。その後、KB5 の畳み掛けるストラテジー

（鄭 2008b）による「CN-PM」のなかで、「公的な取引のフレーム」から「私的で親しいフレーム」に

移行すると同時に、「社長・売り手（KB5）」と「社員・買い手（JB1）」のビジネス上の役割から、「依頼

者（KB5）」と「被依頼者（JB1）」という新たな「会話上の役割」が交渉・形成され、これが「依頼」の円

滑な遂行に有効な役割を果たしたことが明らかになった。

「洋服の発注確認」過程で、KB5 と JB1 は伝票や書類上の情報をもとに、それぞれ確認要求と
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繰り返しによる「CN-PM」や「CN-EX」を行い、発注の有無を確かめ合っており、その際、期待の

ズレ―「有（JB1）」「無（KB5）」―が浮き彫りになった。このため、JB1 は発注の有無が確認できる業

界（発注）ルールに関する質問をし、これに対するKB5との「CN-EX」によって、その質問がJB1側

による発注ルール違反を示す場面の手がかりとなる。このため KB5 は、スピーチレベルを敬体から

常体にシフトし、終助詞（ぞ）による「CN-IM」を行い、「苦情」や「力の誇示」などのメタメッセージを

表明し、これを JB1 が読み取ることによって、「信頼に基づく協力のフレーム」から「発注の是非を問

うもやもやしたフレーム」に移行する。その際、KB5 と JB1 のビジネス上の役割が担っている力

（power）関係が不均衡（宮副ウォン 2003：171）に変容すると同時に、「売り手（KB5）」が「買い手

（JB1）」より上位にたつ新たな「会話上の役割」が交渉・構築され、これがこの実質行動の迅速かつ

的確な遂行に正の影響を与えていることが明らかになった。

8.関連分野への提言

上述の研究課題(1)と(2)の解明結果をもとに、a.社会言語学、b.日本語教育学、c.異文化コミュ

ニケーション学について提言を行った。a.社会言語学の領域では、「インターアクションの社会言語

学」の観点から、①インターアクション・インタビューの使用の必要性と、②その結果に対する分析

考察の際、ビジネス上の役割や対人関係の要素を導入し、これらの要素からインターアクション上

の行動のありようを捉えるという 2 点の提案を行った。b.日本語教育学の理論と実践については、

次の 5点の提言を行った。①学習者からニーズとして挙げられる実質行動をシラバスの中心課題と

して位置付け、その実質行動について、教室内で討議・討論を行う（鄭 2012）。その際、②「3 タイ

プの会話上の交渉」や③「会話上の役割交渉」に関わるストラテジーを実質行動の遂行手段として

位置づけ、各交渉過程やストラテジーの有用性を教室内活動に取り入れる。④ビジネスインターア

クションに関わるメディアのリソースを教室内活動に導入する。⑤CEFR（Council of Europe 2001、

2004）および JF 日本語教育スタンダード（国際交流基金 2010）―「日本語で何がどのようにでき

るか（CDS：Can-do-statements）」―の発展すべき点、応用可能性、およびその限界を示す。c.

異文化コミュニケーション研究の領域においては、協力者が感じるストレスや反省などの心理面の

軽減の観点から、KB と JB に対し、次の 2 点の提言を行った。①実質行動の遂行過程と表現の個

別性を認識することの必要性、および、②相手が用いる表現や行動の多様性を互いに認め合うこ

との重要性である。

9.本研究の意義と今後の課題

本研究では、個人の KB を対象に、部下や同僚としての役割に加え、上司としての役割も担い、

さらに、同一社内と他社の JB とのインターアクション行動を 2 種類の実証的データを通して分析考

察を行った。その結果、KB のインターアクション行動の個別性や多様性、および、これらが実際に

表出される可変的かつ動的なプロセスからビジネスインターアクション上の新たな特徴をあぶり出し

た。これは貴重な本研究の意義であると考える。今後の課題として、本研究における用語の定義と

の相違などにより、研究対象から外さざるを得なかった協力者のデータについて分析と考察を行う

予定である。日本語でビジネス活動を行っている韓国人ビジネス関係者のインターアクション行動

をより円滑にするために、今後もビジネス現場に関する調査活動を継続し、韓日ビジネス場面にお

けるインターアクション研究を積み重ねていきたい。
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